
平成20年2月8日  

介護給付費分科会 ヒアリング要旨  

日本療養病床協会 副会長  

徳島県 博愛記念病院 理事長  
武 久 洋 三   

①地方の状況とこれから  

②病院から施設へ  

③老健との機能の相異  

④新しい施設の創設  

⑤新しい施設に求められる機能  

⑥過疎地や有床診の場合は  



資料①  

急変や看取りへの対応  

心臓マッサージ0．6％  

引用：厚生労働省発表平成18年介護サービス施設■事業所調査結果の概況および厚生労働省  

療養病床から享云換した老健施設における医療サービスの提供に関する参考資料   



資料②  

介護老人保健施設及び病院又は診療所に係る耐火基準について  

介護老人保健施設  病院又は診療所（療養締）   

・3階以上の猫を介護老人保健施設とする場合、耐 ・3階以上の階を病院又は診療所とする場合、耐火  

火建薫物としなければならない。  建築物としなければならない。  

・2階の部分について床面積の合計が380ポ以上の  ・之階の部分について床面積の合計が300ポ以上の  

建築基準法の  
場合、耐火建築物又は準耐火建築物としなければ   場合、耐火建築物又は準耐火建築物としなければ   

規制  ならない。  ならない。  

（建築基準法第27条・別表第一（ニ）、建築基準（建築基準法第27条一別麦芽－（ニ）、建築基準、  
法施行令第19条、貫115条の3）   法施行令算19条、第115条の8）   

介護老人保健施設の建物は耐火建築物とすることとなし。  
されている（療養室等を2階以上の階及び地階のい  
ずれにも設けていない介護老人保健施設の建物は準  

介護保険施設   

の基準省令の  

規制  
（基準省令第4条第1項）  



プl己又 田   己又  

16年度  17年度  18年度  （東京都社会福祉協議会）   

文 人   100．00   92．71   91．65  

447，489   414．883  410．128  
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老人保健施設（東京都介護老人保健施設連絡協議会）  

2007年6月30日調べ  

収入の年度推移（対16年度比）  職員配置数（名）  

16年度  17年度   18年度  計   常勤   非常勤  

100．00   90．66   88．23   職員計   76．08  

1．57  

収入の年度推移（対16年度比）  3．04  

16年度  17年度   3．13  

100．00   100．00   介護職員  

費   53．88   55．25   介護福祉士   

関係費   4．16   4．25   

水草   4．04   4．08   

費  8．29  8フ2  

他経費  16．61  15．06  

利息  2．09  Z．32  

償却費  5．06  5．64   

計   94．13   95．31   2．30  

前損益   5．87   4．69   1．65  

返済   13．56   10．61   1．03  

介護療養病床（東京都療養病床研究会） 平成18年度は赤字  

医業収益比率の年度推移  

平成16一柑年度  

金額  

（単位：千  

項目  円）  

16年度   17年度  1自年度  18年度   

収益  100  100   100  1．138，830   

蒙  62．49  62．96   66．02   751，91之   

品費  3．52  3．35   3．33   37．876   

材料費・医療消耗器具備品費  2．69  2．62   2．66   30．247  

3．02   34．439   

16．54   188．371   

6．25   71．221   

2．97   33－858   

他の医業費用  1．06   12．034   

費用計  101．86  1，159．957   

経常利益  1．37  1．63   1．86   －21，127   

金返済額（長期・短期を含め年度実績）  13．14  13．61   11．61   136．022   

借入金残高（各年度末現在）  75．12  72．98   68．46   867．963  



転換のシミュレーション  

介護老人保健施設への転換の場合  

収入 －23．5％ 経常利益 －M55〔川も  

現在のベッド   差   ％   
数   数  

本館2S・2   98   48   －5  
N  0   0   

新館4B   58   42   －1  －27，  

6   6   

ノh 士■⊥血 一れ⊥  ノヽ．      ‾ 、∨ノ羊⊥lT犬∨ノ   ′詔Eコ   

収入 －34．2％ 経常利益 128 卯b．t 赤字  

転換後のベッド  

数  

21  
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■収支率、地域別  
全日病統計資料よリ  

医業収支率（％）  総収支率（％）  

平成17年  平成18年   平成17年  平成18年   

数   104．4   103．7   104．1   103．7   

101．0   98．3   101上2   98．1   

建都市   104．6   105．3   104．6   105．8   

の他   104．6   103．8   104．5   103．8   

■病院数の％、医業収支率別  

総数  東京  指定都市  その他  

医業収支率              平成  平成   平成  平成  平成  平成  平成  平成  
17年  18年   17年  18年  17年  18年  17年  18年   

数   100  100  100  100  100  100  100  100   

0％未満   23  27   47  61   10  19   23  24   

0％以上   77  73   53  39  90  81   77  78   

医業収支：赤字病院は27％、昨年（23％）  

地ゴ或別  東京では61％の病院が赤字 昨年（470らjより増加  

平成18年度 東京都病院協会経営調査より  

開設者（N）   総収支状況  

赤字病院   黒字病院   

総数   （63）   60．3   39．7   

個人   （4）   50．0   50．0   

医療法人（32）   62．5   37．5   

公益法人（7）   42，9   57．1   

公立・公的  72．7   27．3   

（11）  

その他 （9）   55．6   44．4   
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介ま保険施掛三保る介護報酬の地噸患等に関する揚言  

〝オ参肺爛此チ董⊥村不二ぎの閥仁砕けr〃  

‥＿  ＿＿  平成19年5月  

「介護保険施設にかかわる  
介護報酬の地域差などに  
関する提言J  

～大都市東京で  

深刻化する  
人材不足の打開へ向けて～  
を厚生労働省へ提出した  

東京者即ま、  

全国平均より  

人件費 20％  

物件費10％  

地価 5 5倍～8 8倍  

高い  

∴16％の地域差が必要  

9  

平成19年5月  

十 東京削福祉保侶庵  

介護報酬の地域差に関する提言  

～東京都から厚労省へ～  

且 介護施設報酬では川西8円が11く60円となると全国的にフェア   

慣 現在の介護保険施設は人件費率40％に特別区の調整手当て支給   
率12％を乗じて得た4，8％分を加え、10．48円の単価   

正 人件費、物件費、地域差指数を加味し、  
①東京特別区に所在する介護保険施設に適応される単価について現行と  
改定案の算定基礎を組み合わせて試算する。  
②人件費率は現行の40％に対し、試算では特定施設入居者生活介護お  
よび認知症対応型共同生活介護に適応されている60％とする。  

③人件費地域差指数は現行の12％に対し、試算では東京の賃金に実態  
に即してプラス20％とする。  
④物件費地域差指数は現行の±0に対し、試算では東京の消費者物価水  
準に即して＋10％とする。これらのことを前提にして試算を行なった最大  
のものにおいて人件費率60％、人件費、地域差指数20年ら、物件費地域  
差10％   

∴10円＋（10円×60年も×20ウも）＋（10円×409も×10％）＝11．6010   



有効求人倍率  

亡平成19年平均有効求人倍率   
欄全国1．04（12月 0．90）   

Ⅶ東京1．38（12月1．37）  

－平成19年9月関東市場圏職種別有効求人倍率   
柑職業計  0．95   

Ⅷ医師・薬剤師等 3．75  
大都市、特に東京は  

職員確保が非常に厳しい  

＼運営困難（人員不足）  

⇒ 人件費大幅増  

⇒ 経営困難  

．．保健師・助産師等 3．00  
．書医療技術者   1．71  

膿その他保健医療1．36  

．．介護関連  2．13  
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地域差（東京都と全国平均の比較）  

東京  全国平均  地域差  

5253  100  5 25倍  一 地価  

■ 公益家賃  
一 民営家賃 一坪  

正 年間賃金  

一 初任給（医師）  

R  ′′（看護師）  

－ 有効求人倍率  

a 固定資産納税額  
一 減価償却費  
E ベビーシッター  

■（早朝・夜間）  

20倍  

01倍  

う439円  t55－7円  

9，217円  4，585円  

フ
m
 
2
 
 121倍  
1．11倍  

1．10倍  

1．45倍  

2．27倍  
1．15倍   

1．17倍  

岬
／
r
 
 

2
 
 1り0  

493，834円 446．726円  

259．628円 235，615円   

1．38  0．95   
530．2万 233．5万   

771．1万  669．7万   

2100円 1800円  
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地域差導入例  

B マクドナルド   

・東京、大阪など4都府県で、平均3％～5％の値上げ   
寧 宮城、鳥取など5県で、1％～2％の値下げ   
邑海外では、同一地域でも、店ごとに価格が違うのは当たり前で、  
日本の全国一律が異例だった  

ヨ すかいら－く   

嬢アルバイトの時給は都市部と地方で300円～400円の開きが  
ある。  

守 口ーソン   

旺 食品地域別価格  

緊 喜久屋   

礫クリーニング料金に地域差  

地域差  

躍アメリカでは、日本の1点10円均一の報酬はあり   
えない   

礪ハード面（土地代含む）の費用   

嘲人件貴（医師の技術料含む）   

撰治療に付随する潜在的危険度  

同上記の3要素に、物価スライド係数を掛ける  

頃 日本においては、   

桝国家公務員の級地区分最大は、12／100   

劉生活保護法の地域差最大は、22．5／100  

14   



東京都の療養病床  

■介護療養病床 8，177床  
■医療療養病床12，610床  

議合計  20，787床  

■全国の療養病床は、38万床あり、東京都の人口   
は、全国の1割であるから、人口比であれば、3   
万8000床。現実は、非常に少ない  

■さらに、東京都から埼玉県の療養病床へ   
約5000人流れている  

■つまり、東京都は療養病床が不足している  

転換にあたり配慮すべき重要事項（1）  

1．転換型老健の新たな理念と設置基準を創設し  
介護療養型医療施設が提供してきたサービスを継続  

して利用者に提供できる人員配置と報酬 体系を  

構築すること  

①重度要介護者への継続的な医学管理及び積極的な  

維持期リハビリテ1rションの提供  

②短期入所利用ならびに在宅療養支援  

③24時間365日急変時の初期医療対応ならびに終末期対応  

④医療処置などへの適切な看護対応  

⑤薬剤管理指導や栄養マネジメント対応  

⑥医学管理上必要な投薬、注射、検査、画像診断  
16   



転換老健の医師の配置  

ー 現在の老健と比較し、医療必要度が高い  

i単独、病院併設どちらの場合も、日勤帯で、50床～60床で  
1名の配置が必要  

卜患者の病態にもよるが、100床では1名～2名程度の医師   
の配置が必要と考えられ、1名以上の配置についても、明   
確に評価されるよう要望する  

■ また、単独の転換老健においても、365日24時間、急変時   
等にもスムーズに医師が対応できるような仕組みづくりを要   

望する  

■ 更に、同一建物内に診療所を開設する場合には、必要によ   
り、診療所の管理者が転換老健の医師を兼務することがで   
きることを要望する  

看護師 人員配置について  

イリノイ州シカゴのLTACH  

旧）配置  

5    1   1   1‘   

－・般病棟   7    1   1．4： 1  

10： 1   2     1   

killed Nur  in∂3 ＝1   2・6： 1   

Facilities  16： 1  3     1  

看護師配置  新）常時                                                               18： 1   3．6： 1  

ロ   4     1  

ロ  、こ1コ一石正こ1二Ⅶ了1mY「F苫T′て蚤Tr抑  ‾■mヽ靂■¶ロコし1Yエロ一冊：・y亡■T、才▲ェ‾l■′Tト  医療療養病棟  20： 1  4 1l  医療療養病棟  25： 1  5 1l   

日本の一部の急性期  

一般病院  

・アメリカと比較して、急性期病棟看  

護師配置は少ない。  

・医療療養病棟の人員配置は、アメリ  

カのナ…・シングホ仙ム（身体的な日  

常生活のケアを提供する）に近い配  

置。  

・医療を必要とする患者様の入院病  

棟として、一般病棟と医療療養病棟  

の人員配置の差がありすぎるのでは  

ないか。  
ロ     丁完・4‥1  

アメリカのナーシングホーム  18   



老健と介護療養の人員比較  

60床   看護職員   介護職員   

介護老人保健施設   6   14   

介護療養型医療施設   10   15  

＋4   ＋1   

介護療養型医療施設の人員配置（60床）－1  

看護職員  夜勤 PM5：00～翌日ÅM9：00  1名  

10名（6：1）  日勤AM9：00～PM5：00   4′・■5名（  日・祝 3名）   

夜勤PM5：00～翌日▲M9：00  2名  
介護職員  

早番 ÅM7ニ00～PM3：00   2、・3名（主  l二良事の助▼抹泄）  
15名（4：1）  

遅番 ÅMll：30～F†17：3q  2～3名（主  孝介助⊥梯泄）   

＜主な介護業務＞  ＜主な看護業務特徴＞  

オムツ交換付随して体位交換洗面介助  経管食準備与薬業務  

入浴介助頻回におよぶラウンド  気管切開を含め吸引ネブライザー  

朝夕の食事介助  

屠炭の介磨癒着留の人貞基準を廊虜エ′を／ナれば   

看諾業務皮〃御鉢尉芽整斉らカをい／  

表替6．7 分別．・7ぱ屋庇テナニ／  

屠群で盲、鼻亭訂ごおいて価∫け〃、全屠ぞる錮㌔′  

窟射で看齢．イ 牌．■7   

（1許その内子∫？占ば 介磨3．・7をj賢存Lれlるノ  

10   



介護療養型医療施設の人員配置（60床）－2  

看護業務  
・食事の間に、全身状態の悪い方を中心にラウンドしたり、朝晩は経管食の準備と与薬・点滴業  
務（準備、確認、与薬、サイン）、に追われる  

■ 気管切開を含め吸引、ネブライザーが必要な患者が20％程度   

介護業務  
■ 夜間帯2～3回のオムツ交換が50人以上（全体の90／トセント）  

】洗面の介助はほぼ全員介助を要す 入浴は最低週3回  

・おむつ交換を必要とする方はADLの状態も悪いため、夜間帯の2時間毎の体位交換も必要  

・認知症や理解力の低下により、転倒転落の問題もあり昼夜にわたるラウンドも頻回（最低1時  
間毎）に必要  

■ オムツ交換、体位交換のためには2人1組で巡回が必要  

甲 食事及びレクリエーション時は、離床可能な方全員（ほぼ全員）を介助にて病室より食堂に移し  
食事終了後病室に戻すということを朝昼晩と行っている  
騙 食事介助が必要な方は30％以上（人数的には20人程度）一人一人に時間がかかる  

工ユ  
日 夜間の業毒割こ介護暗が、2名人る事を考えると、介護が4：1でも介護4  ）   

5
 
 

せて）程度しか確保できない ⇒ 現状でも基準以上に加配して対応してい  

－ 早番1名、遅番1名の人員追加は必要  

リハビリテーション   

d入院ケ人血～スの重度化・重症化  

才 人院患者の7割が脳血管疾患（以下CVA）であり、CVA患   

者の特徴としては機能低下の予防・維持のため継続的な   
リハビリが絶対必要  

旺 急性期病院で十分なリハビリが行われず、回復期リハ病   

棟を経由せず、療養病床へ入院するケースも多い  
正 本来であれば、過3回〆一、¢4回（1日  リ／＼トニり  

、21）・、′  テ一冊ションが必要。そのためには  

2 t7名のセラピスト配置が必要  
曙 60名×4回／週÷18単位／セラピスト÷5日＝2．7名  

q 60名×3回／週÷18単位／セラピスト÷5日＝2．0名  

22  

11   



薬剤管理指導料  

■ 高齢者においては、多くの疾患を有し、また、併発等による多剤併用   
の傾向が強く、副作用・相互作用・漫然投与の問題が起こりやすい  

Ⅰ急性期等において既に投与された薬剤についても、高齢者からの訴   
えも少ないため、漫然投与の問題が起こりやすい  

－ これらの問題を解消するためには、医師の診察のみならず、看護師の   
日々の観察も含め、薬剤師による服薬状況と副作用チェックが不可欠   
である。  

■ このように医師、看護師、薬剤師等の医療チ血ムとしての連携、情報   
の共有が重要となる  

一 副作用の早期発見や高齢者の体内動態に配慮した薬剤の提言は安   
全で適切な薬物療法の提供に不可欠である。  

t これらを可能とするためには、週1回の患者からの聞き取り（医師には   
話しづらいことも薬剤師には話しやすい等）、指導を含めた説明等の   
対応が不可欠である－ユ  

■ またその結果として、高齢者への安全・安心な医療サービスの提供の   
一助と考える  

Z3  

その他  

■ 転換に伴う建物の制限  

病院から転換老健になる時に耐火基準上、新たな問題が生ずる   

準防火地域内および防火指定のない地域内において   

】 2階建てで2階に療養室のある病院  

2 平屋で制限なしの病院  

を老健とする場合、  

耐火あるいは準耐火建築物の要件が適用される可能性があり  

新たな改修が必要となる（平成11年厚生省令40号）   

厚生省令の適用を大規模改修あるいは  

建替えるまで適用緩和処置をお願いしたい 

■ 調査・見直し  

平成24年度の介護療養型医療施設全廃慕でに、  

転換老健について、運営等の状況を調査し，、見直しをお願いしたい  
24  
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安定した介護サービスの提供を行うための報酬と  

職員確保に付いての要望  

東京都社会福祉協議会高齢者施設福祉部会  

東京都介護老人保健施設連絡協議会  

東京都病院協会慢性期医療委員会  

東京都病院協会  

東京都療養型病院研究会  

私たち介護施設サービスを都民に提供している団体は、ここに都民が良質で安  

心の医療と介護を受けられるよう、施設職員の安定した労働条件を確保し、東京  

都の生活状況を踏まえた介護報酬の改善と首都圏地域の地域加算の見直しを  

求めます。   

平成12年に始まった介護保険制度も4回の報酬改定を経て現在に至っていま  

すが、制度開始時と比べ介護報酬本体は約1割の減額となりました。それぞれの  

施設の努力によって現在のサービス提供を維持しているところではありますが、  

常勤職員の離職をカバーすることは非常勤職員の供給によっても補うことができ  

ない状況にあります。  

25  

しかし都内の高齢者は他府県と比べその総数も多く、したがって介護を必  

要とする人も多数であり、施設数が追いついていないにもかかわら  

ず、要介護高齢者を受け入れる介護現場の賃金水準の低さ等から  

職員確保が困難になっています。  

高い志を持って介護の仕事を選んできた若者たちが、その仕事に見合っ  

た給与の保障が見込まれないことに将来への不安を覚え、心ならず  

も他職へと転職していくことや、それを補う新規職員が得られないこ  

となどから人員配置を下回る施設も出てきそうな状況です。  

私たちは、良質な介護を提供しようと国の人員配置基準をはるかに超える  

人員配置を行っているところではありますが、現在の介護報酬のま  
までは加配状況の維持が困難になります。私たちはサービスの質  

の低下はなんとしても避けたいと願っております。  

私たちは改めてここに、都民が安心して介護サービスを受けることのでき  

るために次の通り要望いたします。  

1、 安定した運営のできる報酬の確保  

将来にわたって安心して仕事のできる職場の確保  

首都圏の適正な報酬として地域加算の大幅な増額  
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